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【事実の概要】
本件は、被相続人Aのした「相続させる」趣旨の遺言によって特定の不動産
を取得した相続人Xが、共同相続人 Bの法定相続分につき仮差押および差押を
した Bの債権者Yらに対し、登記なくして当該不動産の権利取得を対抗しうる
か否かについて争われたものである??。
Xの夫Aは、まず、Xに本件各不動産を「相続させる」旨の遺言（第一遺言）
をし、その後、その他一切の財産についてもXに相続させる旨、および、Xを
遺言執行者に指定する旨の遺言（第二遺言）をした。Aの実際上の意図は、Yら
に対して多額の借金を負っていた Bが無資力状態にあり、法定相続分に従って
相続がなされると Bの持分が全てYらに対する債務の弁済に充てられてしまう
可能性があるため、それを未然に防止し、Xのために遺産を保全しようとする
点にあったと思われる。
その後Aが死亡し、X･Aの子である Bの債権者Yらは、Bに代位して Bが
本件各不動産につき法定相続分である２分の１の権利を取得した旨の登記を経由
し、Bの持分に対する仮差押および強制競売を申し立て、さらに、これに対する
(１) 本判決の評釈として、赤松秀岳「判批」法教268･130（2003)、池田恒男「判批」判タ
1114･80（2003)、犬伏由子「判批」リマークス27･72（2003)、内田恒久「判批」公証
136･68（平15)、古積健三郎「判批」法セ576･116（2002)、田中淳子「判批」法時75･
９･97（2003)、松尾知子「判批」判タ1114･87（2003)、水野謙「判批」判時1809･
188（2003)、横田昌紀「判批」民研551･29（平15）などを参照。
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仮差押および差押を行った。そこでXは、この仮差押の執行および強制競売の
排除を求めて第三者異議訴訟を提起した。これが本件における事案の概要であ
る。
第一審の、仮差押に対する第三者異議訴訟である東京地判平９･８･20??（甲
事件）および差押に対する第三者異議訴訟である横浜地裁川崎支判平９･９･
８??（乙事件）は、いずれもXの請求を認容した。しかしながら、その理由付け
はそれぞれ異なる。まず、甲事件の判決は、本件遺言は包括遺贈と解すべきであ
り、その権利変動を第三者に対抗するためには登記を必要とするが、本件事案で
は遺言執行者の指定がなされており、遺言執行者による執行を妨げる行為である
Yらによる代位登記は許されないので、Xは登記なくしてYらに対抗できると
述べた。しかしながら、一方で乙事件の判決は、Aの遺言は、第一遺言と第二
遺言を総合して検討すべきであり、結論として、Aの処分は包括遺贈であると
解する他はなく、その結果、登記なくしてXはYらに対して所有権を対抗しう
ることができると述べている。乙事件の判決は、遺言執行者の問題に関して特に
述べていない。
Yらが控訴し、本件最高裁判決の原審である東京高判平10･10･14??は、ま
ず、第一遺言で用いられた文言から、本件遺言による処分は特定財産を目的とし
ていると解した上で、?相続させる」遺言は、基本的には遺贈と解すべきではな
く、遺産分割方法の指定と解すべきであるとした。そして、本件遺言を遺産分割
方法の指定と解した上で、第一遺言によって本件各不動産についてAが有して
いた権利は、Aの死亡と同時にXに承継され、一時的にせよ他の相続人が権利
を取得することはないから、相続開始後における相続人間の権利の得喪変更を観
念する余地がない。従って、民法177条を適用する基礎を欠いているとして、X
は登記なくしてその権利を第三者に対抗できると結論付けた。つまり、遺言の存
在を通常は第三者が知ることはできない点を指摘しながらも、現行の相続制度に
おいては、法定相続分による相続は、被相続人の遺言による相続分の指定がない
場合における補充的な形態であるから、共同相続人の債権者らは、被相続人の遺
言によって、法定相続分とは異なる相続分の指定がなされることがあり得ること
を考慮するべきであり、各相続人が法定相続分に応じた遺産を承継するであろう
という債権者らの期待は、法制度上、当然には保護されないとの見解を打ち出し
ている。
そして、Yらから上告受理の申し立てがなされた。
(２) 東京地判平９･８･20判タ990･232、金商1154･13。
(３) 横浜地裁川崎支判平９･９･８金商1154･17。
(４) 東京高判平10･10･14判タ1102･160、金商1154･９。
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【判 旨】
上告棄却。
?特定の遺産を特定の相続人に「相続させる」趣旨の遺言は、特段の事情のな
い限り、何らの行為を要せずに、被相続人の死亡の時に直ちに当該遺産が当該相
続人に相続により承継される（最高裁平成元年（オ）第174号同３年４月19日第二小
法廷判決･民集45巻４号477頁参照)。このように、?相続させる」趣旨の遺言によ
る権利の移転は、法定相続分又は指定相続分の相続の場合と本質において異なる
ところはない。そして、法定相続分又は指定相続分の相続による不動産の権利の
取得については、登記なくしてその権利を第三者に対抗することができる（最高
裁昭和35年（オ）第1197号同38年２月22日第二小法廷判決･民集17巻１号235頁、最高
裁平成元年（オ）第714号同５年７月19日第二小法廷判決･裁判集民事169号243頁参
照)。したがって、本件において、被上告人は、本件遺言によって取得した不動
産又は共有持分権を、登記なくして上告人らに対抗することができる。」
【評 釈】
一 はじめに
１ ?相続させる」遺言の趣旨
相続させる趣旨の遺言は、今日、公正証書遺言だけではなく、自筆証書遺言の
場合にも、広く一般的になされているようである。このように広く一般に利用さ
れるようになった理由としては、まず、相続を登記原因として単独相続による移
転登記ができるという点が挙げられる。これに対して遺贈の場合は、相続人全員
ないし遺言執行者と受遺者との共同申請が必要となる。さらに、その際に遺産分
割協議書の添付が要求されないという点も挙げられよう??。
さらに、その法的性質として、遺産分割方法の指定と解する説や遺贈と解する
説など、まず、民法上で用意されている法定事項のいずれに該当するのかといっ
た観点から、当初議論がなされるようになった。
２ 対抗問題法理か無権利法理か
また、以上のような問題を踏まえつつ、法的性質を決定するとしても、本判決
のように、当該不動産に対して第三者が登場してきた場合に、?相続させる」遺
(５) 以前は、登録免許税の点で有利な取扱いを受けられることも、?相続させる」趣旨の遺
言が広く利用される理由として挙げられていたが、2003年の税制改正において、相続を原因
とする移転登記に課税される登録免許税は課税標準額の1000分の６から1000分の４に引き下
げられ、さらに、相続人に対する遺贈と相続とを区別しないことに改められたため、現在で
は、登録免許税における有利な点を理由として挙げることはできなくなっている。
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言によって権利を取得した相続人がその第三者に対して権利を主張するために対
抗要件を必要とするべきか否かという問題が存在する。これがまさに本判決のテ
ーマであるが、これは、既に述べた法的性質の議論とも関係している。
例えば、?相続させる」遺言の趣旨を遺贈と解釈すれば、遺贈と登記に関する
問題処理にあたってほぼ確定した判例･通説の見解である対抗問題として処理す
るとする見解との整合性を勘案すると、本判決のような事例においても、Xは
Yらに対して権利を主張するために登記を必要とするという考え方と親和的で
あるということになる。また、遺産分割方法の指定と解釈するならば、遺産分割
と登記に関する対抗問題として処理するとする判例･通説との整合性から、やは
り、登記を要するという結論と親和的であると思われる。学説も、?相続させる」
遺言の場合、遺産共有状態が生じないことを理由として登記不要と解するもの??
と、受遺者と同じく登記がなければ対抗できないと解するもの??とに分かれて
いた。
登記不要説は、?相続させる」遺言による権利移転効は、相続と同時に発生す
るものであるから、上述の通り、当該遺産は遺産共有状態を経ることなく、相続
財産から外れて特定相続人に承継され、他の共同相続人は当該遺産については無
権利であるから、特定相続人は、当該遺産に関して全部または一部の移転登記を
経由した他の共同相続人から当該権利の譲渡を受けてその旨を登記した第三者に
対しても、登記に公信力が認められていない以上、無権利法理が適用され、登記
なくして対抗できるとしていた??。
一方で、登記必要説は、?相続させる」遺言による権利移転は、原則的形態で
ある法定相続を変更する遺言者の処分に基づくものであり、その物権的効果の発
生が遺言者の死亡という法定条件にかかっているにすぎないから、特定遺贈の場
合と同様に、当該遺産の権利移転を対抗するためには、物権変動の原則に従って
対抗要件を備えることを必要とし、対抗要件が備えられていない間は、?相続さ
せる」遺言によって意図された権利関係の承継は完全な効力を生じていないとす
る??。
しかしながら、本判決は、?相続させる」遺言の趣旨を遺産分割方法の指定と
解する平成３年判決を引用しつつ、当該不動産は遺産分割協議などを必要とせず
に直接に当該相続人に承継されるとして、対抗問題とはならないとの結論に至っ
(６) 島津一郎「分割方法指定遺言の性質と効力」判時1374･６（1991）などを参照。
(７) 瀬戸正二「?相続させる」との遺言の効力」金法1210･９（1989）などを参照。
(８) 島津･前掲注６･３などを参照。
(９) 横山長「遺言の執行」蕪山嚴他『遺言法体系』(西神田編集室、1995）379頁などを参
照。
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た。この点に関しては、?相続させる」遺言による権利取得は、そもそも本当に
遺産分割協議を経なくともよいのかという議論とも関連し、興味深いところであ
ると思われる。
３ 遺言執行者の問題
次に、本件事案に関して対抗問題としての処理が妥当するという見解を仮に採
用するとしても、遺言執行者の指定がなされていれば、民法1013条により、相続
人は遺言執行者による遺言の執行を妨げることはできないことになり、他の相続
人や第三者による登記がなされても、それは民法1013条に抵触するため、結果と
して当該相続人は登記なくして権利を主張することができるようになる。
本件判決は無権利法理を採用したために、そもそもこの点は問題とならなかっ
たわけではあるが、実務においては、後々の問題とならないために、?相続させ
る」趣旨の遺言による権利取得者本人を遺言執行者として指定しておくように助
言することが、一般的なようである。
二 裁判例の流れ???
１ 平成３年判決以前
?相続させる」遺言については、平成３年に、その趣旨に関して明確に述べた
最高裁判決???が存在するので、まずは、その平成３年判決に至るまでの裁判例
の流れから検討を始めたいと考える。
まず、昭和45年に出された東京高裁の裁判例（いわゆる多田判決）???が、長く
この問題についてのリーディングケースとされていた。そこでは、?相続させる」
遺言の趣旨を、特別な事情のない限り遺産分割の方法と解しながらも、遺産分割
(10) ?相続させる」遺言をめぐる問題点につき、従前の裁判例を概観しつつ検討を試みるも
のとして、秋武憲一「いわゆる相続させる旨の遺言をめぐる裁判例と問題点」判タ1153･
60（2004）を参照。
(11) 最判平３･４･19民集45･４･477、家月43･７･63、判時1384･24。この判決の評釈
として、泉久雄「判批」別冊ジュリスト家族法判例百選（第五版)･148（1995)、伊藤昌司
「判批」平成三年度重判解説 ･ジュリ1002･83（1992)、同「判批」民 商107･１ ･
122（1992)、揖斐潔「判批」登研523･１（1991)、岩城謙二「判批」NBL482･６（1991)、
右近健男「判批」判時1400･40（1992)、倉田卓次「判批」判タ756･101（1991)、塩月秀平
「判批」法 時44･２ ･193（1992)、高 野 耕 一「判 批」ひ ろば44･11･66、44･12･
30（1991)、松川正毅「判批」法教137･100（1992)、水野謙「判批」別冊ジュリスト家族法
判例百選（第六版)･176（2002)、山口純夫「判批」リマークス４･93（1992)、吉田光碩
「判批」判タ764･68（1991）などを参照。
(12) 東京高判昭45･３･30判時595･58。
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に至るまでは法定相続分に応じた共有状態が続くと判断された。この判決に従う
ならば、遺産分割手続が必要となるため、登記の際にも遺産分割協議書の添付が
必要となる。しかしながら、これは、?相続させる」遺言の際に単独での申請を
認める法務省の見解???と異なっていたため、裁判実務と登記実務が異なること
となった。
その後昭和62年になって、やや裁判例が変化を見せ始める。昭和62年になされ
た東京地裁の判決???は、多田判決の立場に立ちながらも、遺言により遺産分割
方法の指定がなされた場合には、当事者間で別異の分割合意がなされない限り、
審判においてその指定に従った分割がなされることは明白なので、遺産分割がな
されていない場合でも、分割方法の指定通りの登記がなされた後に、共有持分権
に基づく登記請求を求める実益は他の相続人にはないとして、実務とのギャップ
を埋める努力がなされた。
その後にも、?相続させる」遺言を遺贈と解して、遺産分割手続を要せずに遺
言によって権利は移転するとした判決???などが出されたが、昭和63年に、多田
判決を完全に否定する形で、?相続させる」遺言の趣旨を遺産分割方法の指定と
解しつつ、遺言の効力として、当該不動産の所有権が承継されるとした東京高裁
判決???が出された。これが、次に述べる平成３年判決の原審である。この判決
は武藤判決と称されており、?相続させる」遺言を遺産分割方法の指定と解釈し
ながらも、指定がなされた以上、受益相続人が優先権を主張する限り、遺産分割
協議等でこの指定と異なる結論を採用することはできないから、受益相続人が他
の相続人に対して遺言の趣旨を受け容れる旨の意思を明確に表明した時点で遺産
分割協議は不要となり、相続時に遡って受益相続人に権利移転の効力が発生する
とした。その後、大阪高判平２･２･28???が武藤判決を踏襲した。
２ 平成３年判決
平成３年判決は、原審を維持し、相続させる遺言の法的性質は遺産分割方法の
指定であると解した上で、遺産分割方法の指定は処分行為の要素を含んでおり、
遺産分割手続を経ることなく、相続により直ちに、当該所有権が相続人に帰属す
ると判示し、登記実務に倣う形で、それまでの混迷していた裁判例を統一した。
(13) 昭47･４･17民甲1442号法務省民事局長通達。
(14) 東京地判昭62･９･16判タ665･181。
(15) 東京地判昭62･11･24判タ672･201など。
(16) 東京高判昭63･７･11家月40･11･74、判タ675･266、金商805･27、金法1209･77。
(17) 大阪高判平２･２･28高民集43･２･43、家月43･４･40、判タ737･210、判時1372･
83。
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この判決は、?相続させる」遺言の法的性質に関する判例として、大変重要な意
義を有している。
この判決は香川判決と称されており、?相続させる」遺言の遺言者の意図は、
特段の事情のない限り、相続という包括承継の効果を実現させるものであると
し、その遺言の法的性質を原則として遺産分割方法の指定とした上で、当該遺産
の承継は遺産分割協議等を経るまでもなく当然に生じるものと解した。
被相続人の遺産の承継関係に関する遺言については、遺言書において表明され
ている遺言者の意思を尊重して合理的にその解釈がなされるべきであり、?相続
させる」遺言がなされた場合、遺言者の意思は、当該遺産を受益相続人に単独で
相続させようとするものであると解するのが合理的な意思解釈であると言うべき
であり、民法908条が遺言で遺産分割方法を定めることができるとしているのも、
遺産分割方法として、このような特定の遺産を受益相続人に単独で相続により承
継させる遺言をすることを許容していると、この判決は解したのである。この判
決以前においては、遺言で遺産分割方法の指定をする場合、遺産分割協議を経な
ければ遺産が承継されないことを前提としつつ、遺言の内容は遺産分割協議等の
基準となると考えられてきたが、平成３年判決は、被相続人によって遺産分割方
法の指定がなされれば、当該遺産については他の相続人が遺産分割協議等をする
余地はなく、遺言者の死亡時に直ちに相続による承継が確定的に生じるとした。
要するに、この平成３年判決は、特定の遺産を特定の相続人に「相続させる」
遺言の法的性質に関して、遺言書の記載からその趣旨が遺贈であることが明らか
であるか、もしくは、遺贈と解すべき特段の事情のない限り、当該遺産を当該相
続人に単独で相続させる遺産分割方法の指定がなされたものと解し、その効力に
関しては、当該遺言において相続による承継を当該相続人の意思表示にかからせ
た等の特段の事情がない限り、何らの行為を要せずして、被相続人の死亡時に直
ちに当該遺産は当該相続人に移転するとしたものである。しかしながら、この事
案は、厳密には、共同相続人間における特定不動産の所有権の帰属が問題となっ
たものであり、本件平成14年判決の事案のように、?相続させる」遺言によって
特定不動産を取得した相続人が、共同相続人の法定相続分について差押をした債
権者に対して、登記なくしてその権利取得を対抗できるかどうかという点は、残
された問題となった。
３ 本判決
裁判実務と登記実務が対立していた状況の下でなされた平成３年判決が両者の
統一を実現したことによって、以後の裁判例は、いずれもこの香川判決に倣って
いる???。これらの裁判例の流れの中で、本件最高裁判決は、平成３年判決を引
民事判例研究（大場) 335
用して、?相続させる」遺言の趣旨を遺産分割方法の指定であると明確に示しつ
つ、さらに、当該遺産は何らの行為を要せずして、被相続人の死亡と同時に、直
ちに、当該相続人に相続により承継され、登記なくしてその権利を第三者に対抗
することができる旨判示し、それまでの裁判例および登記実務の取扱いに添うこ
とを明確にし、さらに、?相続させる」遺言による不動産の取得と登記の問題に
関して無権利法理を採用するという、一つの結論を明確にしたのである。
相続と登記に関する最高裁判所の著名な判決の中に、相続財産に属する不動産
につき、単独所有権移転の登記をした共同相続人中の一人から当該権利を譲り受
けたとして単独所有権移転登記を経由した第三者に対して、他の共同相続人は自
己の持分を登記なくして対抗しうるものと判示した昭和38年判決???、および、
特定の不動産について法定相続分を下回る相続分（80分の３）の指定を受けた共
同相続人の一人が、指定相続分を上回る法定相続分（４分の１）の共同相続登記
がなされたことを利用して、その共有持分を第三者に譲渡したところ、当該共同
相続人が相続税を滞納したために当該持分が公売に付され、第三者がその共有持
分を失ったことから、当該第三者が当該共同相続人に対して、法定相続分と指定
相続分の差額相当額の価格賠償を求めた事案について、登記に公信力がないこと
を理由として、第三者が取得した持分は指定相続分に限られ、これを超える部分
は無権利の登記であると判示した平成５年判決???があるが、本件平成14年判決
は、?相続させる」遺言には即時移転効があることを明らかにした平成３年判決
を前提として、登記不要説を打ち出し、無権利法理に依拠した上記各判決と軌を
一にするものであると理解できる。
三 学説の流れ
１ 遺産分割方法指定説
続いて、?相続させる」遺言の法的性質に関する学説についての検討に移りた
い。最初にとり上げるのは、遺産分割方法の指定と解する説???である。この説
を打ち出したのは、前述した東京高裁昭和45年判決である。この判決は、遺言に
よる財産処分は、遺贈であると解すべき特段の事情がない限り、原則として民法
908条にいう分割方法の指定と解すべきであり、遺言処分の目的たる財産の価額
(18) 最判平３･９･12判タ796･81、高松高決平３･11･27家月44･12･89、判時1418･98
などを参照。
(19) 最判昭38･２･22民集17･１･235。
(20) 最判平５･７･19裁民169･243、判時1525･61。
(21) 中川善之助･泉久雄『相続法〔第４版〕』(有斐閣、2000）253頁以下、右近健男「判批」
判時1400･170（1992）など。
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が受益者の相続分を超過する場合には、同時に相続分の指定の意思表示もなされ
ていると解釈できると判示した。この見解は、その当時の有力学説の説くところ
でもあった。
この説によれば、遺言の効力が発生しても、その対象となる遺産の権利移転の
効力は直ちには生じることはなく、そのためには遺産分割協議等が必要であっ
て、?相続させる」遺言による遺産分割の方法は、遺産分割協議等における基準
となるにすぎないことになる。
遺言の解釈にあたっては遺言者の意思を探求する必要があるが、その意思には
大きく分けて二つのものがあると思われる。一つは、遺産分割協議書の添付を要
することなく移転登記を行うことができるという実務慣行に利点を感じ、遺産分
割を経ずに遺産の帰属が確定するという遺贈的な効果を欲する意思である。もう
一つは、受益相続人が相続を原因として単独で所有権移転登記を行うことができ
るという面に着目して、遺贈とは異なり相続の範囲内で遺産処分を行う意思であ
る。遺産分割方法指定説は、遺言者のこれらの二つの意思のうち、相続の枠内で
の遺産処分を望む意思を重視するが、当該遺産の帰属が確定するためには遺産分
割協議等が必要であるとしており、遺産の帰属の早期確定を望む遺言者のもう一
方の意思には適合しないものであった???。
２ 遺贈説
この遺産分割方法の指定と解する説を批判する形で主張されたのが、遺贈説で
ある???。この説は、民法の条文に即する解釈として、概略、次のように主張す
る。すなわち、遺言の文言は、法律が認める遺言事項のいずれかに該当しなけれ
ば、その効力は生じない。したがって、遺言の文面に「相続させる」と書かれて
いても、それは遺言による財産処分の意思表示であると解釈できる以上、遺贈と
してのみ効力を認めるべきであると。
そしてその上で、遺贈であるから、処分の目的物の権利は即時に受益者に帰属
するけれども、受益者が目的物以上に権利を行使できるようになるためには、遺
贈義務者の同意、すなわち共同相続人全員もしくは遺言執行者の同意が必要であ
ると主張する。
つまり、遺言の文言は、法律が定める遺言事項の何れかに該当しなければその
(22) 水野謙「判批」別冊ジュリスト民法判例百選（第六版)･176以下（2002）参照。
(23) 山畠正男「相続分の指定」『家族法大系Ⅵ』(有斐閣、1960）269頁、橘勝治「遺産分割
事件と遺言書の取扱い」『現代家族法大系５』(有斐閣、1979）58頁、伊藤昌司「?相続させ
る」遺言は遺贈と異なる財産処分であるか」法政研究57･４･653以下（1991)、千藤洋三
「?相続させる」遺言の解釈をめぐる諸問題」関法48･３＝４･368以下（平10）など。
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効力はないものとするのである。したがって、遺言の文言として「相続させる」
旨の表現があったとしても、それは遺言による財産処分の意思表示であると解す
ることができる以上、遺贈としてのみ効力を認めるべきであるとする。この処分
にも履行や弁済の問題が残るため、遺産分割協議がなされていなければ、共同相
続人間において、遺産分割中に履行や弁済を行うことが可能である。遺贈である
ため、その承認ないし放棄は、相続の承認や放棄とは別のものとなる???。
この説は、遺言でなしうる事項が法律による限定を受けるのは当然であり、遺
言者の意思は法律の制限内においてのみ尊重されればよく、遺言事項は解釈によ
って拡張される余地はないという、遺言の解釈にあたっての考え方がその前提と
なっている???。
３ 相続承継説???
しかしながら、公証人や弁護士を中心とした実務家から、この遺贈説に反対す
る声があがり、さらには遺産分割方法の指定と解する説の不徹底さに対する批判
が生じた。なぜならば、?相続させる」遺言が908条にいう遺産分割方法の指定で
あるとすれば、共同相続人間ではいつでも遺産分割協議を行うことができるし、
協議が調わなければ審判を求めることができることになるからである。そこで実
務においては、遺言処分がありながら遺産分割によらなければ効力が確定しない
ことを不満とし、その上でなお登録免許税の利点???を確保するために、この処
分に遺贈とも異なる新たな性質を与えるべきであると主張したのである。
相続承継説も、その内部において大きく二つの見解に分けることができるよう
に思われる。一つは、?相続させる」遺言を遺産分割方法の指定でもなく、また、
遺贈でもない、その中間的な性質を持つ遺産分割そのものの意思表示であり、遺
言の効力発生と同時に対象となる遺産の権利移転効が発生すると解する説であ
る。この説は、?相続させる」遺言がこのような効力を有する点に関して、民法
(24) 伊藤昌司『相続法』(有斐閣、2002）124頁以下参照。
(25) 伊藤･前掲注24･81頁参照。
(26) ?相続させる」遺言を遺贈の効果を有する特殊な遺産分割方法の指定と解するものとし
て、倉田卓次「?相続させる」の所有権移転効」『公証制度百年記念論文集』(日本公証人連
合会、1988）262頁。民法964条にいう処分を広く解し、?相続させる」遺言を遺産分割その
ものの意思表示として捉えるものとして、瀬戸正二「?相続させる」との遺言の効力」金法
1210･７（1989)。さらに、遺産分割方法の指定は直接的に遺産分割の効果を有し、遺言の
対象財産は被相続人の死亡と同時に、遺産共有状態を経ることなく受益相続人の単独所有に
なると主張する、水野謙「?相続させる」旨の遺言に関する一視点」法時62･７･
78（1990)、島津･前掲注６･３などを参照。
(27) 前述の通り、現在においてはこの利点は存在しない。
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964条により遺言者に認められた処分の一形態であり、同条は、包括遺贈や特定
遺贈を規定するだけではなく、それ以外の方法による遺産処分方法として、遺産
分割そのものを指示することをも許容しており、それゆえ、遺言の効力発生と同
時に、当該遺産の権利移転効が発生するとしている???。
もう一方は、?相続させる」遺言を遺産分割方法の指定と解し、この指定に遺
産分割の効果を認め、相続開始と同時に当該遺産が受益相続人の単独所有となる
と解する説である。被相続人は、民法908条により、そのような効果を有する遺
産分割方法の指定を行うことができると、この見解を採用する論者は主張す
る???。
平成３年判決は、?相続させる」遺言の趣旨を分割方法の指定であると解しつ
つも、このような指定がある場合には、遺産分割の協議および審判に服させる必
要はなく、被相続人の死亡によって財産が受益者に確定的に移転すると判示し、
実務に倣う形をとった。本件平成14年判決も、?相続させる」遺言の趣旨に関し
て平成３年判決を踏襲するものであり、その上で、対抗要件の要否について述べ
ているものである。
対抗要件の要否に関しては、結局のところ、?相続させる」遺言の趣旨をどの
ように解するかによって決定される。また、逆の面からすれば、結果の妥当性か
ら、対抗要件の要否に関していずれの結論を採用するのがよいのかという点か
ら、遡って、?相続させる」遺言の趣旨をどのように考えていくべきなのかとい
うことにもなるであろう。いずれにしても、?相続させる」遺言の法的な性質に
関する問題と、?相続させる」遺言による不動産の取得と登記に関する問題は、
密接に関係していると言うことができると思われる。
四 本判決の妥当性
１ 具体的妥当性
以上の裁判例および学説の流れを受けた上で、本判決の評価に移りたい。ま
ず、理論的な問題や他の類似事例との整合性を検討する前に、本判決における事
例との関連で、本判決の具体的妥当性について考えてみたいと思う。
仮に本事例において法定相続のままに任せるならば、債務超過に陥った Bへ
の相続分が負債の弁済に充てられ、残された家族の経済状況が極めて深刻化する
であろうというAの意思が認められる。したがってAは、このような遺産全体
についてXに相続させるとの遺言を作成したと思われる。このような措置に関
(28) 倉田卓次「特定の相続財産を特定の共同相続人に取得させる旨の遺言の効力」家月38･
８･123（1986）などを参照。
(29) 水野･前掲注26･78、島津･前掲注６･３などを参照。
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しては Bも容認していると思われる。というのも、BはXの唯一の相続人であ
り、将来的に、Xに移転したAの財産を取得する道が閉ざされているわけでは
ないからである。この場合、BがXに対して遺留分減殺請求権を行使すること
は、通常、考えられない???。
一方、Yの側に立ってみると、本事案では、そもそも Bが負債を負って自己
の不動産の抵当権が従前に実行された際に、Aがその不動産を自ら競落して防
いでいるという背景がある。その点、Yからすれば、相続が近いと思われるA
の財産を自分たちの債権の引き当てとして見込んでいたことが窺われるのであ
る。この点を考えてみると、金銭感覚に問題のありそうな Bに次々と貸し出し
を行った点に問題はあるが、具体的妥当性の見地から、Yを敗訴させる結論自
体に関しては疑問が残るとも言える???。
しかしながら一方で、本件では第三者が債権者であったことにも注目する必要
があるだろう。本件のように、相続人と第三者との間で遺産に対する権利が争わ
れる場合、その多くの事例において、第三者として登場してくるのは相続人の債
権者である。本事例においては上記のような特殊事情が存在しているが、一般的
に、将来その相続人が特定の財産を有する被相続人から相当程度の財産を相続す
ることを見込んで金銭を貸し出し、実際に相続が行われた場合にその財産をもっ
て当該金銭債権の弁済に充てさせるという相続人の債権者の期待を保護する必要
があるのかどうかという点に関しては、疑問の余地がある。本件に登場した第三
者が単なる債権者ではなく、Bから新たに当該不動産を買い受けた者であったな
らば、本件の結論に対する評価も異なるものとなった可能性があったかもしれな
い。いずれにしても、本判決が民集に掲載されていない点を考えてみると、最高
裁としては、いわゆる「相続させる」遺言における不動産の取得と登記の問題一
般に妥当するものとして本判決を位置付けてはいないと解することができるよう
にも思われる。
また、本事例では、X自身が遺言執行者として指定されている。仮に本判決
において、XとYの関係が対抗関係であるとされたとしても、遺言執行者が存
在する場合には相続人は遺産の処分権を喪失するので（民法1013条)、相続人が自
己の相続分に応じた不動産持分を第三者に処分し、第三者が登記を経由したとし
ても、その第三者は権利を取得することができない???。それゆえ、受益相続人
であるXは、登記なくして第三者であるYに当該不動産の権利を主張すること
(30) ちなみに、Yが Bの遺留分減殺請求権を債権者代位権に基づいて代位行使することは、
それが一身専属的な権利であるという理由から否定されている。最判平13･11･22民集55･
６･1033。
(31) 池田恒男「判批」判タ1114･82以下（2003）参照。
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ができることになる。この場合における善意の第三者を保護する手段としては、
民法94条２項の類推適用などが主張されている???。
２ 他の類似事例との整合性???
続いて、他の類似事例との整合性を中心にしつつ、本判決の理論的妥当性につ
いて考えてみたい。
まず、いわゆる遺贈と登記と呼ばれる問題においては、対抗要件法理が、判
例･学説上ほぼ確定している???。すなわち、遺贈による受益者は、登記を備え
なければ、他の相続人からの取得者に対してその権利を主張できないのである。
これに対して、?相続させる」遺言と登記の場面においては、本判決は無権利法
理を採用することを明らかにした。法定相続分を超える財産を取得するという観
点からすれば、遺贈における受益者と「相続させる」遺言における相続人でもあ
る取得者の状況は、類似しているように思われる。それにもかかわらずそれぞれ
の解釈が異なってよいのかどうかについては検討の余地があるだろう???。
この点に関して、遺贈の場合は、被相続人からの遺贈による受益者の権利取得
と、第二譲渡をし得る地位を承継した相続人から権利を取得した第三者との間
に、二重譲渡の関係が生じ、従って対抗関係になりうるという理論的な説明が可
能だが、一方で、本判決を含めたこれまでの判例の理解からすれば、?相続させ
る」遺言の場合は、直接、直ちに、遺産分割協議を経ることなく、遺産は当該相
続人に移転するということであるので、その過程で二重譲渡が生じる余地がな
い、すなわち、対抗関係と捉える基点がないということになる。それゆえ、論理
的に考えれば、両者は状況を異にしているので、理論構成が異なっても整合性を
欠いているとは言えないということになる???。
続いて、共同相続と登記に関する問題との関連についてであるが、法定相続分
(32) 最判昭62･４･23民集41･３･474を参照。
(33) 佐久間毅「?遺言執行者がある場合」の相続人の処分行為の効力―いわゆる「遺贈と登
記」に関連して」ジュリ1166･86（1993）などを参照。
(34) 相続と登記をめぐる問題について論じるものとして、松尾弘「相続と登記」法時75･
12･74（2003）などを参照。
(35) 最判昭39･３･６民集18･３･437。
(36) ?相続させる」遺言の法的性質に関して、遺贈説と相続承継説を対比しつつ論じるもの
として、米倉明「?相続させる」遺言は遺贈と解すべきか」タートンヌマン７･１（2003)、
遺贈と登記に関する問題処理について、実質面および形式面の両面から無権利法理説を批判
するものとして、同「遺贈と登記（１･２･完）―対抗問題法理か無権利法理か―」早法
79･２･25、79･３･１（2004）を参照。
(37) 米倉･前掲注36･「遺贈と登記（１･２･完)」早法79･３･19以下参照。
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に従った持分に関しては、相続人は第三者に対して登記なくして対抗できるとの
考え方が定着しており、さらに、法定相続分を超える指定相続分に従った持分に
関しても、最高裁は、平成５年に、当該相続人は第三者に対して登記なくして対
抗できると判示している???。この問題に関しては、共同相続分を超える指定相
続分の持分を対抗する場合にも、遺贈により取得した権利を対抗する場合にも、
いずれも共同相続分を超えており、登記なくして第三者に対抗できるとすると、
その第三者の利益を害するという点で類似性を有するので、両者の整合性を検討
する余地があると思われる。
この点、被相続人の意思による法定相続分の修正という点からすれば両者は一
致しており、さらに、相続分の指定における問題状況の場合にも、遺贈における
問題状況の場合と同様に、二重譲渡の基点を考えることができる。したがって、
遺贈の場合に対抗要件法理を判例が採用していることからすると、相続分の指定
の場合にも対抗要件法理を採用することが検討されてもよいように思われる。
?相続させる」遺言に関する本件平成14年判決は、被相続人による法定相続分
の修正という点から見れば、まさに遺贈と状況が類似している。しかしながら、
前述したように、?相続させる」遺言の場合には、二重譲渡の基点を考えること
ができないために、対抗要件法理を採用することは理論的に困難である。そうす
ると、仮に「相続させる」遺言の場面において対抗要件法理を採用しようとして
も、そもそも「相続させる」遺言の趣旨について再検討しなければならないこと
になる。この点に関して、項を改めて検討してみたいと思う。
３ ?相続させる」遺言の法的性質と第三者をめぐる法律構成
そもそも、登録免許税の問題や、遺産分割手続に関する煩雑さ等といった問題
は、それ自体を問題として解決しなければならないものと思われる。それを実体
法上の制度の運用という形で、事実上潜脱するということについては疑問の余地
があるだろう。加えて、登記手続が受益者の単独申請であるとすれば、受益者に
は便利であるが、遺言が一通であるとは限らず、しかも内容が矛盾する場合も多
いので、危険が増すことは避けられない。
以上のことを考えてみると、?相続させる」遺言の趣旨を遺産分割方法の指定
と考えること、さらには、直接直ちに相続により当該相続人に権利が移転すると
いう性質を認めること自体について、再考の余地があるのではないだろうか。法
定相続分を超える持分の取得という面を捉えて考察してみると、遺贈と登記の場
面も「相続させる」遺言と登記の場面も、第三者から見れば大変類似したもので
(38) 最判平５･７･19家月46･５･23。
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あり、遺言の趣旨が遺贈なのか相続なのかの違いだけで第三者をめぐる法律構成
が大きく異なるという点に関しては検討する余地があるのではないだろうか。そ
こで、このような場合については、対抗要件法理もしくは無権利法理によって統
一するという見解を採用するべきであり、それを可能にするための理論構成が必
要なのではないかという疑問も生じてくる。
それでは、?相続させる」遺言と登記の場合においても、遺贈と登記の局面に
おいても、さらにはその他の相続と登記一般の問題においても、例えば無権利法
理を採用した場合に、どのような問題が生じるであろうか。中でも特に、取引の
安全を図るために何らかの対策を講じる必要があると思われるが、この点に関し
ては、民法94条２項類推適用および32条１項但書類推適用をもって解決を試みる
見解が一般的であると思われる。
しかしながら、まず、94条２項を類推適用するためには、受益相続人に帰責事
由が必要とされる。本件の場合で言えば、Yが保護されるためには、Bの登記
がなされたことについてXの帰責事由が必要とされることになる。しかしなが
ら、実際にXに帰責事由が存在する場合がどれほどあるのかと考えると、その
ような場合はほとんど無いというのが実情ではないだろうか。Bの登記を長期間
放置していたとか、X自身が Bの登記経由に協力していた等の事情がXの帰責
事由にあたるものとして考えられるが、そのような状況が認められる事例は稀で
あろう。このように考えてみると、Yは善意無過失であったとしても保護され
ないということになり、取引の安全確保のために有益な解釈論とは言い難いと言
わざるを得ない???。
一方、32条１項但書類推適用に関しても問題は多いと言わざるを得ない。32条
１項但書によって保護される信頼の基礎としての外観は、裁判所という公的機関
が手続きを踏んだ上で作出した、いわば公的な外観であるが、遺贈と登記のよう
な場面で無権利法理が採用された場合に問題となる外観は私人の作出による外
観、いわば私的な外観であり、公的な外観とは信頼度において大きく異なる。さ
らに、32条１項但書によって第三者が保護されるためには帰責事由の有無は問わ
れないが、上述の無権利法理を採用した場合にも同条但書を類推適用して真の権
利者の帰責事由を不要と解すると、他の相続人がいち早く当該不動産の登記をし
て、受益相続人が不実の外観を除去する暇もない間に善意の第三者に当該不動産
が譲渡されてしまったような場合にまで、真の権利者である受益相続人は所有権
を確定的に取得できないことになる。この結論は受益相続人にとってあまりに酷
なものと言えないであろうか。続いて、32条１項但書により保護される善意の第
(39) 米倉･前掲注36･「遺贈と登記（１･２･完)」早法79･２･46参照。
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三者が失踪宣告後取消前になした行為は、完全に有効なものであることが要求さ
れるが、無権利法理採用場面における行為は、そもそも初めから無効の行為であ
る。32条１項但書が想定しているケースにおける第三者が保護されるからといっ
て、無権利法理採用の局面における第三者も保護されるという結論に当然に至る
というのは無理があるのではないだろうか???。
以上のように考えると、無権利法理は取引安全に奉仕しないということが明ら
かである。しかしながら、形式的な法律構成の面から検討すると、遺贈と登記の
ケースでは二重譲渡の基点を考えることができるが、そのような基点を考えるこ
とのできない「相続させる」遺言と登記の場面において対抗要件法理を採用する
のは、困難であると言わざるを得ない。そうすると、対抗要件法理または無権利法
理による統一という考え方はそもそも無理があるという結論に至らざるを得ない。
さらに、遺言事例、さらには相続と取引安全とは互いに馴染むものなのであろ
うかという問題もある。この点、確かに遺言は被相続人の最終意思を表すもので
あり、できる限り尊重される必要性が認められるが、遺産とはいえ社会経済上に
おいて財産であることに変わりはなく、遺産であること、さらには遺言に基づく
財産処分であることのみをもって、取引安全よりも優先される立場が認められる
とするのはいささか問題ではないかと思われる。
五 おわりに
１ 本判決の評価
以上の検討を踏まえて本判決に立ち返ってみると、第三者が債権者であったと
いう特殊で一般化に適さない事例であった点、平成３年判決において示された
「相続させる」遺言の法的性質に関する判決との整合性などに鑑みて、本判決の
提示した結論自体はむしろ穏当なものと言えるのかもしれない。Aが Bから当
該不動産を買い受けた後に相続が生じたという特殊性は、それを根拠にYを勝
訴させるほどのものではなく、むしろ、金銭感覚に問題があったと言わざるを得
ない Bに対して、相続財産をあてにしつつ金銭を貸し続けたY側の問題点に吸
収されてしまうように思われる。
また、ここで対抗要件法理を採用してしまうと、これまで実務において広く行
われていた「相続させる」遺言の存在理由を根底から覆すことになってしまう可
能性がある。これは、仮に遺贈と登記の局面においてこれまでの判例とは逆に無
権利法理を採用することと同様に、これまでとは異なる逆の法理を採用する場合
一般に言えることではあるが、判例に基づいてすでに根付いている実務慣行を根
(40) 米倉･前掲注36･?遺贈と登記（１･２･完)」早法79･２･47以下参照。
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本から覆すほどのメリットを提示しなければ、そのような解釈は社会にとって有
害無益になる場合が多々あるということでもある。その点、現状ではそのような
メリットは認められないというのが、大方の認識ではないかと思われる。
さらに、登録免許税法が改正されたことに伴い、相続人への遺贈を原因とする
移転登記の税率が相続の場合と同一になったため、?相続させる」遺言と遺贈と
を別個に捉えることの意義が問われることも考えられるが、本判決により、遺言
者は登録免許税法とは異なる点で「相続させる」遺言に対してメリットを感じる
ようになるであろう。すなわち、対外的に権利を主張する際に登記が不要である
点が、?相続させる」遺言を選択する際に最も重視されるようになると思われる。
また、内部関係においても、相続の枠内での遺産処分を遺言者が望んでいたと推
認されやすいことになるであろう。?相続させる」遺言の存在意義は、今後、高
まることはあっても薄れることはないと思われる???。
２ 今後の課題
今後の課題として、以上の問題意識から、相続と登記にまつわる諸問題のより
統合的な検討が、再度必要であると思われる。さらにそれを超えて、立法論とし
て、ドイツにおける相続証書や遺言公示の制度など、相続それ自体や相続人の範
囲、そして遺言を対外的に公示する制度を整備することなどが考えられるだろ
う???。そのような制度が実現すれば、取引の安全確保に資することになるし、
相続人間での争いを緩和することができるようになるのではないだろうか。相続
と登記をめぐる問題に関する判例が錯綜していること自体が、この問題における
解釈論の限界を示しているように思われる。解釈論に持ち込まれる前の段階で対
処するべき状況に、すでに陥っているのではないだろうか。わが国では、相続人
間の合意で法定相続分に基づく登記が行われることは少なく、その多くが相続財
産の差押を求める債権者の代位によって行われ、トラブルの原因となっている。
それゆえ、現状においては、相続登記が利害の対立する者も含めた共同相続人全
員によってなされるようにするべきである。しかしながら、抜本的な解決を図る
ためには、遺言の存在とその内容を確認できる制度、法定相続と遺言処分との関
係などを明らかにする、公的な相続証明制度の創設が望まれる。そうすれば、登
(41) ?相続させる」遺言の今後の存在意義につき、水野謙「?相続させる」遺言と遺贈 ―改
正登録免許税法と対抗力をめぐる判例に着目して」民研556･９以下（平15）参照。また、
これまで遺言者が「相続させる」遺言を選択してきた根本的な理由として、税率の差や登記
手続の難易ではなく、対外的効力の問題を挙げるものとして、米倉･前掲注36･??相続させ
る」遺言は遺贈と解すべきか」タートンヌマン７･16以下参照。
(42) 松尾知子「判批」判タ1114･90以下（2003）参照。
民事判例研究（大場) 345
記に公信力を認めていないわが国の法制においても、第三者の保護を図ることが
できるようになるであろう???。さらには、対抗要件法理か無権利法理かという
問題自体を解消する道筋が開けることと思われる。
また、そもそも「相続させる」遺言をめぐる問題は、遺言の自由をどこまで認
めることができるか、すなわち、遺言者の意思はどこまで尊重されるべきなのか
という問題と深く関わり合っている。とりわけ、遺産分割手続を排除したいとい
う遺言者の意思は本当に尊重されるべきものなのかといった問題が、その議論の
中心となるであろう???。
さらに、今日の高齢化社会における高齢者介護の必要性に関する認識から、
?相続させる」遺言が、介護労働のような、適正に評価されない労働を事実上強
制する手段として用いられる可能性が懸念されている???が、遺言の用いられ方
はそれぞれのケースにおいて異なっており、必ずしも介護労働を強制する手段と
して用いられるとは限らない???。この問題は、高齢者問題および遺言問題を取
り巻く大問題であって、民法解釈論のみによって解決されるものでは決してな
く、社会保障制度などの検討を含めた、より大局的な見地からの考察が必要な領
域であると思われる。
?相続させる」遺言に関しては、これまで数多くの議論がなされてきたが、い
まだに多くの難問が積み残されている。本判決の提示した結論は実務を含めた大
方の支持を得ていると思われるが、これは現行法における解釈論の限界を示して
いるにすぎず、?相続させる」遺言をめぐる問題が全て解決したというわけでは
決してない。逆に、解釈論ではもはや解決できない事態に立ち至ったことが判明
したというべきであろう。今後は議論の重点を解釈論から立法論に移行しなけれ
ば、実りある成果を得ることは難しくなるのではないだろうか。以上のような意
味で、本判決は今後の課題を明確なものとしたという点でも注目されてよいであ
ろう。遺言制度を含めた相続全般の諸問題をめぐる今後の議論の展開が、大変注
目されるところである。
(43) 松尾･前掲注42･90以下参照。
(44) 遺言の自由とその限界、遺言者の意思はどこまで尊重されるべきかという視角を基軸に
据えつつ、遺言者の意思と性質決定および遺言者の意思による典型処分の内容変更の可能性
に関して問題提起を試みるものとして、吉田克己「?相続させる」旨の遺言 ―遺産分割不要
の原則の検証」法時75･12･83（2003）を参照。そこでは、遺言による遺産分割手続の排
除、もしくは、遺言による遺産分割手続の実施を、基本的には全相続人および全遺産を対象
とした遺言の場合に限定して認めようとする見解が、試論として主張されている。
(45) 水野紀子「?相続させる」旨の遺言の功罪」久貫忠彦編『遺言と遺留分･第一巻･遺言』
(日本評論社、2001）168頁参照。
(46) 水野謙「相続させる遺言の効力」法教254･22（2001）参照。
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